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議員各位には、平素から市政運営に御支援をいただき、心から

感謝を申し上げます。 

本日ここに、新年度に臨む私の所信及び市政の基本方針を申し

上げ、議員各位及び市民の皆様の御理解と御協力を賜りたいと存

じます。  

Ⅰ はじめに 

（さいたま市誕生２０周年に向けて）  

２０２１年、本市は誕生２０周年を迎えます。本年は、記念す

べき２０周年を目前に控えた年であるとともに、その先の「新た

なさいたま市の創造」に向けた、これまでの市政の集大成、そし

て更なる成長・発展に向けて、歩みを進める年であります。  

私は、市民の皆様に与えて頂いた、４年間という任期の総仕上

げを行うとともに、「新たなさいたま市の創造」という次のステ

ージへと飛躍するべく、より一層の決意と情熱をもって市政を前

に進めてまいります。 

（振り返り：計画推進の着実な成果）  

私は、これまで「総合振興計画後期実施計画」を始めとする、

主要な計画を着実に推進してまいりました。  

主な成果を申し上げます。環境等の分野では、「環境未来都市」

実現に向けた「スマートシティ」への取組を推進しました。昨年
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５月には、本市の美園地区及び大宮駅周辺地区における「スマー

トシティ」の取組が、国の「重点事業化促進プロジェクト」とし

て選定されました。７月には、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」

の 理 念 に 沿 っ た 取 組 を 推 進 す る 先 進 都 市 と し て 、 本 市 が   

「ＳＤＧｓ未来都市」に選定されております。  

健康・福祉・子育ての分野では、長寿応援のまちづくりを推進

するため、昨年９月に、定年退職された方や、子育てが一段落し

た方に向けて、ボランティア、就労、生涯学習等に関する相談・

情報提供を行う「セカンドライフ支援センター」を開設しました。

また、昨年３月の「さいたま北部医療センター」新病院の開院に

続き、１２月には「地域完結型医療の要」となる「さいたま市立

病院」の新病院を開院し、救急医療の体制づくりを推進しました。

また、「子育て楽しいさいたま市」を実現するため、多様な保育

の受け皿の確保や幼児教育・保育の無償化への対応など、乳幼児

期から青少年期に至るまで、切れ目のない支援のより一層の充実

を図りました。  

教育の分野では、グローバル人材を育成するため、昨年４月に、

県内初の中等教育学校である「大宮国際中等教育学校」を開校し

ました。「全国学力・学習状況 調 査」 で は 、 小・中学校ともに、

調 査 開 始 以 来 、 常 に 全 て の 実 施 教 科 で 全 国 の 平 均 正 答 率 を 上 回

るとともに、本年度は小学校２科目合計、中学校３科目合計のい

ずれの結果においても、全国２０の政令指定都市で第１位となっ

ております。また、小学校１年生から中学校３年生まで一貫した
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独 自 の 英 語 教 育 「 グ ロ ー バ ル ・ ス タ デ ィ 」 の 実 践 に よ り 、 中 学

校英語の結果が全国で第１位となっております。さらに、「自分

には、よいところがあると思う」、「学校に行くのは楽しいと思う」

などの項目につきましても、政令指定都市で第１位となるなど、

本市の教育が子どもたちの健やかな成長に確実に結びついている

と考えております。 

文化・スポーツの分野では、昨年８月に、アメリカ・ワシント

ンＤ．Ｃ．の「国立盆栽・盆景園」と「大宮盆栽美術館」との間

で姉妹館の提携が実現し、盆栽文化の国際化を進めました。そし

て、日本初の公立の人形専門博物館である「岩槻人形博物館」が

今月２２日に遂に開館します。  

都市基盤・交通の分野では、東日本の対流拠点にふさわしい都

市 機 能 の 充 実 ・ 強 化 に 取 り 組 み ま し た 。 大 宮 駅 周 辺 で は 、 昨 年 

５月に、新たな「大宮区役所・大宮図書館」をＰＦＩ方式により

開設しました。また、大宮駅周辺のまちづくりをより具体化し、

実現可能なものにしていくための「（仮称）ＧＣＳプラン」の骨

子案を公表することができました。浦和駅周辺では、「市民会館

うらわ」の機能移転を決定するなど、浦和駅西口南高砂地区の再

開発事業を引き続き推進しました。与野本町駅周辺では、「与野

本町小学校」と「子育て支援センターよの」、「与野本町放課後児

童クラブ」、「与野郷土資料館」を複合化した施設、愛称「いーよ

の」を本年４月に開設します。  
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産業・経済の分野では、昨年３月に開設した「まるまるひがし

にほん」の来場者が６０万人を突破し、各都市の魅力的なプロモ

ーションが大変好評を得ております。また、１１月には本市の産

業の更なる国際競争力向上のため、ドイツ・ニュルンベルク市と

経済連携のための覚書を締結しました。 

 安全・生活基盤の分野では、令和元年台風第１９号による本市

誕生以来の大きな被害に対して、被災された方々への支援を行う

とともに、被災施設の復旧を鋭意進めております。昨年１１月に

は、ＷＨＯ（世界保健機関）が推奨する、事故や怪我を予防する

ための取組である「セーフコミュニティ」につきまして、政令指

定都市では初となる、市全域での国際認証を取得することができ

ました。  

交流・コミュニティの分野では、地域コミュニティの中核を担

う自治会への支援を行うとともに、市民の皆様との協働に取り組

みました。  

行財政改革の分野では、高品質経営市役所への転換に取り組み

ま し た 。 ま ず 、「 見 え る 改 革 」 と し て は 、 市 民 と の 協 働 、 事 業

者・大学との連携を推進し、民間の人材、ノウハウ、資金等の積

極的な活用を図りました。「生む改革」としては、事務事業の見

直しによるコスト削減や積極的な自主財源の確保などに取り組み、

昨年度は約４０億円の財政的効果を生み出しました。さらに、昨

年９月から、政令指定都市では初めて、庁舎敷地内にキッチンカ

ーを設置し、公共空間を有効活用するとともに、貸付料による収
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入で財源の確保を図りました。「人の改革」としては、１万５千

件を超える業務改善を実現するとともに、サテライトオフィスの

開設、ＩＣＴを活用した会議録作成支援システムの導入やモバイ

ルワークの試行導入、保育施設の入所選考業務や固定資産税の評

価業務へのＡＩ活用など、働き方改革に取り組みました。 

（成果に対する市内外からの評価） 

このような取組の結果、「さいたま市民意識調査」において、

本 市 を 「 住 み や す い 」 と 感 じ て い る 方 は 、 調 査 を 開 始 し た 平 成 

１ ９ 年 度 の ７ ４ ． ０ ％ か ら 上 昇 基 調 が 続 い て お り 、 本 年 度 は   

８４．４％に達しました。また、「これからも住み続けたい」と

いう定住の意向をお持ちの方も、８６．２％にのぼり、ともに調

査開始以来、最高の数字を記録しております。  

日本総合研究所の「全４７都道府県幸福度ランキング２０１８

年版」では、政令指定都市で第２位の高い評価をいただいており

ま す 。 ま た 、 リ ク ル ー ト 住 ま い カ ン パ ニ ー が 発 表 し た    

「ＳＵＵＭＯ住みたい街ランキング２０１９関東版」では、「大

宮」が第４位、「浦和」が第８位にランクアップし、市外からの

注目度がさらに高まっております。  

これらの評価は、本市誕生以来の先人はもとより、議員各位、

市民、企業や大学等の皆様、そして職員が、それぞれの立場でと

もに地域の課題を考え、行動していただいた賜物であると、心か

ら感謝申し上げます。 



6 

Ⅱ 運命の１０年 ２０２１年の先の新たなステージへ 

（今後の課題） 

私は、本市の強みを生かし、「住みやすい」、「住み続けたい」

と感じていただけるまちづくりを、市民、企業や大学等の皆様と

手を携えながら、着実に進めてまいりました。  

しかしながら、人口が増加する一方、本市の高齢化率は、毎年

上昇し続けており、今後そのスピードは加速していきます。さら

に、本市の総人口は、２０３０年にピークを迎え、それ以降は、

減少局面を迎える見通しとなっており、生産年齢人口の減少によ

る経済規模の縮小が危惧されます。  

また、本市の公共施設の多くは、老朽化が進行しており、大規

模改修や建替えが必要となる建物の大幅な増加が見込まれます。 

そして、年々進行する高齢化等を要因とした、社会保障関連経

費の増大や税収の伸び悩みなどにより、これからの財政運営は非

常に厳しくなると言わざるを得ません。 

（持続可能な成長・発展）

このような課題を克服し、本市が将来にわたって成長を続けて

いくためには、人口がピークを迎える２０３０年までの「運命の

１０年」が、本市の未来を決する大変重要な期間となります。こ

の間に、人口減少や高齢化のペースを、できる限り緩やかなもの

とする取組はもとより、人口減少の局面でも成長を続けていくた
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めの基盤づくりを、危機感をもって進めていかなければなりませ

ん。そして、そのための未来につながる投資を着実に行い、本市

の持続可能な成長・発展につながる仕組みを築かなければなりま

せん。私は、その鍵となるのが「ＳＤＧｓ」と「スマートシティ」

であると考えております。  

なぜならば、２０３０年を期限とし、持続可能な成長・発展を

目指す「ＳＤＧｓ」の取組は、本市が「運命の１０年」になすべ

き取組と道のりを同じくするものであり、また「誰一人取り残さ

ない」という理念は、本市が目指す「市民一人ひとりがしあわせ

を実感できる“絆”で結ばれたさいたま市」、「誰もが住んでいる

ことを誇りに思えるさいたま市」と一致しているからであります。 

さ ら に 、 本 市 の 活 力 を 維 持 ・ 向 上 し て い く た め に は 、  

「 Society 5.0」への対応、すなわち、ＡＩやＩｏＴなど新技術

を活用したイノベーションにより、社会課題を解決し、人と人と

が絆でつながる「スマートシティ」を実現することが、極めて重

要であると考えているからであります。 

（真に災害に強いまちを目指す） 

さらに、本市が持続可能な成長・発展を続けるためには、災害

への備えを万全にしなければなりません。本市はこれまで、地理

的 な 特 性 か ら 、 他 の 都 市 と 比 べ て 大 き な 災 害 が 少 な い 中 で 、 防

災・減災対策に取り組んでまいりました。しかしながら、昨年の

台風第１９号は、過去最大級の台風として本市にも大きな被害を
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もたらしました。近年、気候変動により災害が激甚化するととも

に、首都直下地震の切迫性が一層高まっております。大災害はい

つでも、どこでも起こりうることを肝に銘じ、防災・減災対策を

不断に見直していく必要があります。近年の実災害からの教訓に

学びながら、風水害のみならず地震災害も念頭に置いたハード・

ソフト一体の総合的な防災対策を講じていくとともに、市民の皆

様と一丸となり、地域の防災力を一層高めていくことで、真に災

害に強いまちを目指してまいります。 

（上質な生活都市、東日本の中枢都市の実現） 

私は、これまで本市が有する優位性と強みを最大限に生かした、

「上質な生活都市」と「東日本の中枢都市」の実現に向け、決意

と情熱をもって市政を前に進めてまいりました。引き続き市民、

企業や大学等の皆様と手を携えながら、これらの都市づくりに邁

進してまいります。そして、本市の新たなステージに向けた集大

成とすべく、現行の「総合振興計画」を完遂するとともに、新た

な市政運営の指針であります、次期の「総合振興計画」の策定に

全力を尽くしてまいります。  
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Ⅲ 令和２年度予算案の概要

－２０２１年の先の「新たなさいたま市の創造」

に向けた更なる成長・発展予算－  

令和２年度当初予算につきましては、ただ今申し上げた基本的

な考えのもと、「総合振興計画後期実施計画」など主要な計画の

総仕上げと、２０２１年の先の「新たなさいたま市の創造」に向

けた更なる成長・発展予算として編成しました。  

予算編成にあたりましては、特に、東京２０２０大会開催を好

機 と 捉 え て 更 な る 成 長 を 図 る こ と 、 今 般 の 災 害 を 教 訓 と し 、 防

災・減災対策を一層強化すること、「スマートシティ」の取組を

加速化することを重視しました。また、国の総合経済対策等の動

きにも連動しながら、令和元年度補正予算から令和２年度当初予

算までを通じた、切れ目のない予算編成に取り組んだところであ

ります。

その結果、一般会計予算総額は、対前年度比１．１％増で過去

最高の５，６２７億円、特別会計予算総額は３，１６７億円、企

業 会 計 予 算 総 額 は １ ， ２ ６ ４ 億 円 と な り 、 全 会 計 予 算 総 額 は    

１兆５８億円となりました。  
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Ⅳ 令和２年度の主な事業等

それでは、令和２年度の主な事業等を申し上げます。  

（東京２０２０大会の成功と開催を好機とした更なる成長） 

まず、７月２４日から始まる東京２０２０大会の開催に伴う事

業であります。本市では、サッカーとバスケットボール競技が開

催され、国内外から、およそ１６０万人の方々が来訪すると見込

まれております。そのため、会場周辺や主要駅に大会公式のデザ

インや本市独自の装飾を施し、大会の祝祭感を演出するとともに、

暑さ対策によるおもてなしで観戦客をお迎えします。同時に、ボ

ランティアの皆様と心を一つにして、本大会の開催を支援してま

いります。さらに、本大会を本市の取組や魅力を国内外に発信す

る絶好の機会と捉え、観戦客を対象としたプロモーションや様々

なイベントを実施するとともに、回遊性を高めるバスも運行しま

す。そして、ボランティア活動などを通じて高まる市民力や、競

技開催都市として獲得するブランド力などの大会レガシーを、本

市の更なる成長につなげてまいります。 

具体的な事業として、サッカー競技の開催日に合わせた「大門

上池調節池底面広場」を活用したイベントや、バスケットボール

競技の開催中に、氷川参道周辺でイベント等を実施します。さら

に、大会期間中に「大宮盆栽」の魅力を発信するイベントを開催

します。また、東日本を連結する対流拠点としての役割を果たす
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ため、大会期間中に東日本の各都市と連携した外国人向けの日本

酒ＰＲイベントや、本市を含む東日本の各都市への観光客を誘致

する共同プロモーションを実施します。 

（防災・減災対策の強化） 

 次 に 、 防 災 ・ 減 災 対 策 の 強 化 を 図 る 事 業 で あ り ま す 。 昨 年   

１０月の台風第１９号の襲来の際、本市でも、観測史上最大の大

雨による、大規模な浸水被害が発生しました。荒川が氾濫危険水

位を超えたため、初めて避難指示（緊急）を発令するなど、非常

に緊迫した状況となりました。被害を受けた都市公園等の復旧事

業につきましては、本年度の補正予算により対応するなど、現在

も復旧に全力で取り組むと同時に、今回の当初予算では、台風第

１９号による災害につきまして、しっかりと検証した結果などを

もとに、ハード・ソフト両面から、更なる防災・減災の取組を行

い、将来への備えを強化してまいります。  

具体的には、「油面川排水機場」の整備につきまして、当初の

計画を前倒しして、早期の供用開始を目指してまいります。大規

模な浸水被害のあった桜区新開地区周辺につきましては、台風第 

１９号を再現したシミュレーションを行い、排水機場の整備効果

や今後の対策につきましても検討を行ってまいります。準用河川

の改修、雨水貯留施設や雨水管の整備など、中長期的に取り組む

べき都市の強靭化につながる事業につきましても、引き続き着実

に進めてまいります。 
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さらに、防災行政無線や市ホームページによる情報伝達が十分

に機能しなかったという声を踏まえ、登録いただいた家庭に向け

て、電話やＦＡＸで情報を届ける「災害時防災情報電話サービス」

を開始するとともに、市ホームページの安定的なアクセス環境を

確保します。加えて、円滑な避難に必要な情報を掲載した「防災

ガイドブック」を全戸に配布するとともに、県管理の河川におけ

る新たな浸水想定区域に基づく「洪水ハザードマップ」や、市全

域を対象とした浸水シミュレーションに基づく「内水ハザードマ

ップ」を、最大規模の浸水被害を想定して作成します。 

また、大規模地震時における延焼や避難困難リスクの高い地区

においては、住民主体の取組を支援するとともに、「道場三室線」

や「国道１２２号蓮田岩槻バイパス」など復旧活動を支える４車

線の幹線道路整備を進め、災害に強い道路ネットワークの構築を

進めてまいります。通学路の危険なブロック塀などにつきまして

は、新たに調査を実施し、計画的に対策を行ってまいります。  

昨年の台風の際も、市民の皆様の自助の取組はもとより、自主

防災組織の活動や企業の御協力が、被害の低減に大きな力を発揮

しました。風水害のみならず、首都直下地震なども見据えた災害

への備えを強化するために、様々な事業者や団体との一層の連携

を進めるとともに、近年の実災害を通じて得られた教訓を踏まえ、

「地域防災計画」の改定を行ってまいります。  
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（「スマートシティ」の取組の加速化） 

次に、「スマートシティ」の実現に向けた事業であります。ま

ずは、これまで「Ｅ－ＫＩＺＵＮＡ  Ｐｒｏｊｅｃｔ」や「次世

代自動車・スマートエネルギー特区」など、環境・エネルギー分

野を中心に進めてきた取組を、引き続きしっかりと進めてまいり

ます。  

具体的には、美園小学校に「ハイパーエネルギーステーション」

を整備するとともに、運輸部門における二酸化炭素の排出削減対

策として、モビリティの脱炭素化を進めてまいります。美園地区

に整備中の「スマートホーム・コミュニティ」においては、民間

事業者が主体となり、電気自動車などを活用して、太陽光発電の

余剰電力を域内で効率的に融通する設備の導入を図り、再生可能

エネルギーが域内で循環する仕組みづくりを進めてまいります。 

さらに、これから「 Society 5.0」の時代に対応していくため

には、あらゆるデータや、ＡＩ、ＩｏＴなどの最新テクノロジー

を活用して、食・住・医療・健康・交通・観光など、地域社会を

構成する主要分野における様々な課題を解決していく「スマート

シティ」の構築を、これまで以上に進めていかなければなりませ

ん。そのため、全市的な展開を見据えながら、「スマートシティ

さいたまモデル」の構築に向けた、実証事業などの取組を推進し、

新たな生活支援サービスの社会実装を進めてまいります。 

具体的には、ヘルスケアや購買履歴などのパーソナルデータを、

「美園タウンマネジメント協会」が管理する情報共通基盤に集め
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て利活用し、市民一人ひとりに最適化した生活支援サービスの提

供につなげてまいります。加えて、同協会による地域ポイント事

業「たまぽんポイント」を、地域マネーとして普及させていくた

めの検討を行うとともに、ＡＩが最新の子育てイベント情報を自

動配信するサービスにつきましては、他の事業者とも連携できる

よ う 進 め て ま い り ま す 。 ま た 、 交 通 手 段 の 最 適 化 を 図 る   

「ＭａａＳ」など、新たなモビリティサービスの導入に向けた検

討も行ってまいります。  

そして、本市の先導的な取組を国内外に発信すべく、２０２１

年度に予定しております「（仮称）Ｅ－ＫＩＺＵＮＡグローバル

サミット」の開催に向けて、持続可能な都市・地域を目指す地方

自治体による国際的組織「イクレイ」や、国の関係府省とも連携

しながら、準備を進めてまいります。 

１ 環境・アメニティ 

続きまして、「環境・アメニティ」に関する施策であります。  

（循環型社会の構築、豊かな自然環境の活用） 

 ただ今申し上げた「スマートシティ」の実現に向けた事業のほ

か 、 将 来 に わ た り 安 定 的 に 一 般 廃 棄 物 を 処 理 し て い く た め に 、

「サーマルエネルギーセンター」の整備を進めてまいります。ま

た、見沼田圃の保全・活用・創造を図るため、見沼散策の拠点と

なる「（仮称）三崎広場」や、見沼田圃の自然・歴史・文化を次
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世代に引き継ぐ「（仮称）セントラルパーク」、「農業交流施設」

の整備など、「見沼田圃基本計画アクションプラン」を着実に進

めてまいります。  

２ 健康・福祉 

次に、「健康・福祉」に関する施策であります。  

（自分らしい暮らしの実現） 

超高齢社会を迎えた本市においては、介護予防を推進すること

で、健康寿命の延伸を図り、介護状態の重度化を抑制するととも

に、たとえ要介護状態になったとしても、住み慣れた地域で自分

らしい暮らしを続けることができるよう、医療・介護・予防・生

活支援・住まいが一体的に提供できる「地域包括ケアシステム」

の深化・推進に向けた取組を進めていく必要があります。 

そこで、高齢者を対象とした介護予防教室の開催や、介護予防

ボランティアの育成に取り組むとともに、官民連携したデータに

基づく介護予防を進めるため、「日本老年学的評価研究」、いわゆ

る「ＪＡＧＥＳ（ジェイジス）プロジェクト」の調査結果を活用

し、本市の特性に応じた介護予防事業を進めてまいります。さら

に、高齢者の生活支援や生きがいづくりとして、外出を支援する

ためのモデル事業を引き続き実施するとともに、市内公共施設等

を無料又は割引料金で利用できる「アクティブチケット」の利用

を促進してまいります。また、介護認定審査会にテレビ会議シス
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テムを試験導入し、要介護認定の迅速化を図ってまいります。さ

らに、福祉分野をまたがる複合的な課題を抱える市民のニーズに

対し、新たなモデル事業として、福祉のワンストップ窓口である

「（仮称）福祉丸ごと相談センター」を浦和区役所に設置します。  

健康寿命の延伸に向けましては、「シルバーポイント事業」や

「健康マイレージ事業」に引き続き取り組むとともに、健康経営

企業を認定することなどにより、官民一体となって「スマートウ

エルネスさいたま」を推進します。  

生活困窮者の自立、特に子どもの貧困対策としては、生活困窮

世帯に向けた学習支援教室につきまして、利用者へのアンケート

を踏まえた見直しを行った上で、これまでの中高生に加え、試験

的に小学生も対象とし、より一層ニーズに沿った運営としてまい

ります。  

障害者への支援としては、重度障害者の在宅就労を支援すると

ともに、重症心身障害児の家族に対するレスパイトケアを実施し

ます。  

（乳幼児期から青少年期に至るまで切れ目のない支援）  

子育て支援につきましては、訪問型に加えて、新たに宿泊型・

デイサービス型の産後ケアを実施し、出産後間もない時期の産婦

等に対する支援を強化するとともに、聴覚障害の早期発見・早期

療育を図るため、新生児の聴覚検査費用に対する一部助成を開始

します。  
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また、よりスピーディーに保育施設の整備を進めるため、賃貸

物件を活用した認可保育所整備に対する補助制度を拡充し、これ

まで以上に多くの保育の受け皿を確保してまいります。加えて、

幼稚園における長時間の預かり保育を促進するため、「子育て支

援型幼稚園」に対する補助制度を創設し、子育て家庭の様々なニ

ーズに応じ、選べる子育て環境を整備してまいります。さらに、

保育士の処遇改善などにより、保育人材を確保するとともに、園

外保育の安全確保のため、保育支援者に対する補助を拡充します。 

放課後児童クラブにつきましては、教育委員会との連携による

余裕教室の活用など、施設の拡充により、児童の受入規模を拡大

するとともに、放課後児童支援員の処遇改善を進めてまいります。 

３ 教育・文化・スポーツ 

 次に、「教育・文化・スポーツ」に関する施策であります。  

（日本一の教育都市） 

教育につきましては、新たに中学校２１校、小学校３５校にタ

ブレット型コンピュータを整備し、中学校では全校で活用できる

ようにすることで、ＩＣＴ環境を大きく向上させるとともに、ア

クティブ・ラーニングの視点で、ＩＣＴを効果的に活用した授業

を推進してまいります。また、運動部の部活動において競技力の

向上と課題の分析・解決力を高めるため、まずは浦和南高等学校

において、ＩＣＴを活用した「スポーツを科学する生徒の育成」
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を進めてまいります。また、中学校においても試行導入し、より

効 率 的 か つ 効 果 的 な 部 活 動 に つ な げ て ま い り ま す 。 さ ら に 、 安

全・安心な教育環境を整備するため、小・中学校のトイレの洋式

化につきまして、整備計画を前倒しして進めるとともに、市立高

等学校の体育館に空調機を設置します。また、社会生活を営むう

えで困難を有する若者の自立に向けまして、新たに市内２か所目

となる「若者自立支援ルーム」を南区に開設します。  

（文化芸術都市の創造、スポーツのまち  さいたま） 

文化につきましては、東京２０２０大会の公認プログラム事業

として、「さいたま国際芸術祭２０２０」を開催するとともに、

新たに歌舞伎公演を開催します。  

スポーツにつきましては、「ツール・ド・フランスさいたまク

リテリウム」を、引き続き「さいたまスポーツコミッション」の

主催により、本市で開催します。また、スポーツ人材の育成や、

持続的で幅広いスポーツの振興に貢献する環境の実現、デジタル

技術などの活用による新たなスポーツ産業の創出・活性化を目指

し、民間力を最大限に活用した「スポーツシューレ事業」を推進

してまいります。「さいたま国際マラソン」につきましては、来

年度の開催を見送ることとなりましたが、広く市民の皆様に楽し

んでいただける大会の開催に向け、主催５者や関係機関と継続し

て協議してまいります。  



19 

４ 都市基盤・交通 

次に、「都市基盤・交通」に関する施策であります。  

（東日本の対流拠点にふさわしい都市機能の充実・強化） 

都市基盤につきましては、東日本の対流拠点にふさわしい都市

機能の充実・強化に向けて、「大宮駅グランドセントラルステー

ション化構想」の実現に向けた具体的な取組を推進してまいりま

す。また、大宮駅東口の再開発事業、大宮駅西口の土地区画整理

事業や再開発事業を、引き続き推進してまいります。市営桜木駐

車場用地につきましては、活用方針を策定し、事業者の公募に向

けた準備を進めてまいります。浦和駅周辺につきましては、浦和

駅西口南高砂地区の再開発事業や「浦和西口停車場線」の整備を、

引き続き推進してまいります。中央区役所周辺の公共施設再編に

つきましては、再編方針を策定します。 

 「地下鉄７号線」の延伸につきましては、引き続き埼玉県と共

同で調査・検討を行うことと併せて、実務レベルの会議を開催す

ることで、関係者との調整を図り、１日も早い事業着手に向けて

取り組んでまいります。「東西交通大宮ルート」につきましては、

交通事業者など関係者による専門的な協議を行うなど、実現に向

けて引き続き努力してまいります。そして、「新大宮上尾道路」

の整備促進や「首都高速埼玉新都心線」の東北自動車道への接続

につきましては、国土強靭化の視点も踏まえつつ、国に対し、引

き続き働きかけてまいります。  
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（誰もが使いやすく移動しやすい交通環境の実現） 

交通につきましては、先ほど申し上げた、新たなモビリティサ

ービスの導入に向けた検討のほか、誰もが使いやすく移動しやす

い交通環境の実現に向けて、「暮らしの道路・スマイルロード」

の整備、歩道の整備、無電柱化を推進してまいります。自転車政策

においては、「さいたま自転車まちづくりプラン～さいたまはー

と～」に基づく各施策を実施するとともに、自転車施策に関する

全国会議である「自転車利用環境向上会議」を本市で開催します。 

５ 産業・経済 

 次に、「産業・経済」に関する施策であります。  

（「東日本連携」の推進）

 「東日本連携」につきましては、「まるまるひがしにほん」を

核とした東日本地域の交流を推進し、本市の交流人口を拡大して

い か な け れ ば な り ま せ ん 。 具 体 的 に は 先 ほ ど 申 し 上 げ た 、 東 京 

２０２０大会に向けた取組のほか、「さいたま商工会議所」、「東

日本連携推進協議会」とともに、ビジネスマッチングやシティプ

ロモーション、都市間交流等を促進してまいります。また、東京

２０２０大会の開催を契機として、東日本連携都市の地域資源を

相互に活用した「広域観光周遊ルート」のプロモーションを行い、

各地の魅力を共同発信し、誘客を図ってまいります。  
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（観光の振興、ＭＩＣＥの推進、企業誘致等）

観光の振興につきましては、人形文化の拠点である「岩槻人形

博物館」、そして岩槻の歴史及び文化の発信、産業及び観光の振

興、地域活性化の拠点である「にぎわい交流館いわつき」を中心

に、人形文化を生かして取り組んでまいります。また、移転する

「食肉中央卸売市場・と畜場」と、「地域経済活性化拠点」を一

体的に整備する、「（仮称）農業及び食の流通・観光産業拠点」の

整備・運営方針の検討を行ってまいります。

Ｍ Ｉ Ｃ Ｅ に つ き ま し て は 、「 Ｍ Ｉ Ｃ Ｅ 誘 致 戦 略 」 に 基 づ き 、

「さいたま観光国際協会」等と連携して、コンベンションを始め

とするＭＩＣＥ誘致を一層推進してまいります。  

企業誘致につきましては、本市の優位性を生かした誘致活動を

継続するとともに、官民連携による新たな産業集積拠点の創出に

向けて、候補地区における整備の方向性に基づき、より一層のス

ピード感を持って取組を進めてまいります。  

また、中小企業による海外市場への販路開拓を促進するために、

欧州産業クラスターとの技術交流や、海外展示会を通じた支援を

行ってまいります。加えて、本年度、覚書を締結したドイツ・ニ

ュルンベルク市、そして、海外姉妹都市であるアメリカ・ピッツ

バーグ市との経済連携を生かした、産学連携による技術力の向上

を支援してまいります。  
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６ 安全・生活基盤 

次に、「安全・生活基盤」に関する施策であります。  

（安心して暮らせるまちづくり） 

先ほど申し上げた、激甚化する自然災害への備えのほか、地域

の災害活動の拠点となる消防署所、消防車両を計画的に整備して

まいります。また、「セーフコミュニティ」の認証取得を機に、

市内外へのＰＲや対策委員会等の活動を推進するとともに、デー

タに基づく安全・安心なまちづくりを一層進めてまいります。都

市公園における修繕や更新等の必要がある遊具につきましては、

令和２年度末までに修繕、撤去等を行い、その後、再設置などを

順次進め、安全性の向上を図ってまいります。  

７ 交流・コミュニティ 

次に「交流・コミュニティ」に関する施策であります。 

（市民の声を反映した生活重視のまちづくり）

地域コミュニティの活性化につきましては、自治会への加入を

促進する啓発活動を行い、地域活動への参加を呼びかけていくと

ともに、引き続き自治会活動を支援してまいります。市民活動に

つきましては、市民と行政が協働して取り組む「マッチングファ

ンド制度」の活用等により、市民が主体的に地域課題を解決して

いくための支援を行ってまいります。ＤＶ防止対策及び被害者の
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自立支援につきましては、相談体制を充実してまいります。  

８ 高品質経営市役所（行財政改革） 

次に、「高品質経営市役所」に関する施策であります。 

（公民連携の推進）  

公民連携につきましては、ＰＦＩ等の導入の可能性や課題を整

理 し 、 民 間 の 力 を 効 率 的 ・ 効 果 的 に 活 用 す る と と も に 、   

「Ｐａｒｋ－ＰＦＩ」などにより、都市公園を始めとした公共空

間の更なる有効活用方策の検討、企業等との対話・提案等を通じ

て、質の高い自治体経営を目指してまいります。  

（働き方改革と行政のＩＣＴ化） 

働き方改革と行政のＩＣＴ化につきましては、ソフトウェアロ

ボットにより事務処理を自動化する「ＲＰＡシステム」の利用を、

税部門を中心とした１３課所に拡大します。さらに、高齢福祉・

介護サービス事業において、各種申請書等の読み取り及びシステ

ム入力を自動化する「ＡＩ－ＯＣＲ・ＲＰＡシステム」を新たに

導入するとともに、生活保護のケースワーク業務においてタブレ

ット端末を導入し、業務の効率化を推進してまいります。また、

学校現場においては、教員の負担軽減と業務の適正化、授業の質

の向上のため、市立中学校・高等学校への部活動指導員の配置拡

大を図ってまいります。そして、多種多様なデータを収集・分
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析・活用し、行政経営や行政サービスの改善に生かすため、「さ

いたまシティスタット」の基盤を確立します。  

Ⅴ 結びに  

昨年、アジアで初めてのラグビーワールドカップが日本を舞台

に開催され、日本中が熱狂に包まれました。グループリーグを 

４戦全勝で突破し、初のベスト８に輝いた日本代表の戦いぶりを

思い起こすと、熱い感動が呼び起こされてまいります。 

ラグビー日本代表は、日本人のみならず様々な国籍を有する選

手やコーチ陣で構成され、多種多様な文化や言語をバックボーン

にもつチームでありました。彼らは「ＯＮＥ  ＴＥＡＭ（ワンチ

ーム）」というスローガンのもとに、それぞれの強みを一つの力

にまとめ上げ、素晴らしい結束力と規律を示し、輝かしい戦績を

残しました。  

翻って、我々さいたま市においては、延べ５万人を超える市民

ボランティアの皆様による「チャレンジスクール」、２５園の御

協力による「子育て支援型幼稚園」、市民や企業等からの寄附に

よる植樹によって総延長２０キロを超える「見沼田んぼの桜回

廊」、「公民＋学」による「スマートシティさいたまモデル」、そ

して、４７の企業等と手を携えた「ＣＳパートナーズ」など、ど

の取組をとりましても、常に市民の皆様のお力はもとより、企業

や大学等の皆様の、多種多様な力が結集することにより、市政を
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前進させてまいりました。  

ラグビー日本代表が「ＯＮＥ ＴＥＡＭ（ワンチーム）」の旗の

もとに結束し、日本ラグビーの新たな歴史を作ったように、本市

は今、地域や年代を超えた、この地に集うあらゆる人々、そして

ステークホルダーとなる市内外の様々な企業や大学等とスクラム

を組み、パスをつなぐことで、さらに結束を強め、令和という新

たな時代にふさわしい、さいたま市の創造に取り組んでいかなけ

ればなりません。  

私は、引き続き「責任と共感・共汗」、「徹底した現場主義」、

「公平・公正・開かれた市政」の基本姿勢を貫きながら、１％で

も市民満足度が向上するよう、「ＣＳ９０」の達成に全力で挑戦

してまいります。加えて、２０２１年の本市誕生２０周年を見据

えながら、市民、企業や大学等の皆様と「ＯＮＥ  ＴＥＡＭ（ワ

ンチーム）」となって、これまでの取組の集大成となる現行の総

合振興計画の総仕上げを行うとともに、残された課題に対しても、

しっかりと取り組んでまいります。そして、２０２１年の先の

「新たなさいたま市の創造」へ向けて、全身全霊で臨んでまいり

ます。  

以上、令和２年度の市政に臨む私の所信及び市政の基本方針を

申し上げました。市民の皆様及び議員各位の御理解、御協力を賜

りますようお願い申し上げます。  
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さて、今議会に提出した議案は９４件であります。  

予算議案として、補正予算が１６件、新年度予算が１８件、ま

た、条例議案が２５件、一般議案が３５件であります。 

何とぞ慎重なる御審議の上、各議案につきまして、御承認をい

ただきますようお願い申し上げます。 

令和２年２月４日  

             さいたま市長 清  水  勇  人  



この冊子は４００部作成し、１部当たりの印刷経費は８３円（概算）です。 

さいたま市は、東京オリンピック・パラリンピックが開催される 2020 年までに、
市民満足度 90％以上を目指す「さいたま市 CS90 運動」に取り組んでいます。

＊CS…Cit izen  Sat i s fact ion＝市民満足度


